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( 大臣官房文教施設企画部 )

前 年 度 平 成 26 年 度 比 較 増

事　　　　　　　　　　項 う ち 「 復 興

予 算 額 予算（案）額 特 別 会 計 」 △ 減 額

千円 千円 千円 千円

　［うち　「復興特別会計」　 3,020,000 ] ( 26,547,000 )
127,075,000 127,077,000 62,615,000 2,000 1. 公立学校施設整備費負担金 47,699,000 ( 47,334,000 )

　［うち　「復興特別会計」　 59,595,000 ] ( 40,198,000 )
2. 学校施設環境改善交付金 79,326,000 ( 79,675,000 )

3. 52,000 ( 66,000 )
補助率差額

　［うち　「復興特別会計」　 3,159,962 ] ( 4,141,376 )
公立学校施設の 21,560,623 17,427,161 17,090,611 △ 4,133,462 1. 3,185,677 ( 4,166,376 )
災害復旧事業

　［うち　「復興特別会計」　 13,930,649 ] ( 17,092,047 )
2. 14,241,484 ( 17,394,247 )

　［うち　「復興特別会計」　 6,295,176 ] ( 12,785,320 )
国立大学等施設の整備 59,322,824 54,985,176 6,295,176 △ 4,337,648 1. 国立大学法人 53,181,927 ( 57,062,548 )

施設整備費補助金等

［他に財政融資資金］ [41,558,996] [40,006,539] [△ 1,552,457]

2. 国立大学法人先端研究等 923,412 ( 1,434,660 )
施設整備費補助金

3. 独立行政法人 879,837 ( 825,616 )
国立高等専門学校機構

施設整備費補助金

文教施設の整備充実に 497,504 481,804 2,519 △ 15,700 1. 文教施設に関する 31,927 ( 26,788 )
必要な経費等 整備指針等の策定

(1) 多様化する学習内容・ 31,927 ( 26,788 )
方法等の変化に対応した

学校施設等の整備推進

2. 文教施設の防災対策の 200,824 ( 221,973 )
強化・推進

(1) 防災対策の強化・推進 830 ( 830 )

(2) 学校施設の耐震化等 199,994 ( 221,143 )
防災機能の強化

3. 文教施設の環境対策の推進 25,303 ( 29,598 )

(1) 環境を考慮した学校施設の 25,303 ( 29,598 )
整備推進

　［うち　「復興特別会計」　 2,519 ] ( 3,275 )
4. 公立文教施設事務経費等 192,471 ( 195,401 )

5. 国立大学法人等施設事務経費 31,279 ( 23,744 )

文教施設整備に係る 229,855 355,759 0 125,904
政府調達の電子化の推進

福島県双葉郡中高一貫校 0 33,445 33,445 33,445 （新規）

設置事業（施設関係） 福島県双葉郡の新たな県立中高一貫校の設置に要する経費を支援

208,685,806 200,360,345 86,036,751 △ 8,325,461

［他に財政融資資金］ [41,558,996] [40,006,539] [△ 1,552,457]

公立諸学校建物其他

文 教 施 設 企 画 部 計

災害復旧費補助金

災害復旧費負担金

備　　　　　　　　　　　　　　考

  平成２６年度予算（案）主要事項

公立諸学校建物其他

公立学校施設の耐震化

北方領土隣接地域振興等事業

及び老朽化対策等の推進
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学校施設は子供の学習・生活の場であるとともに、災害時には地域住民の応

急避難所としての役割を果たすため、その安全性の確保は極めて重要である。

しかしながら、未だ耐震性のない学校施設が多数残されていることに加え、

建築後２５年以上経過した学校施設が約７割を占めるなど老朽化も深刻であり、

安全面・機能面において多くの課題を抱えている。

このため、子供の安全・安心を確保する耐震化（非構造部材の耐震対策含む）、

老朽化対策（長寿命化による対応を含む）、防災機能強化等を推進する。

公立学校施設の耐震化及び老朽化対策等の推進

◆予算額（公立学校施設整備費）

平成２６年度予算（案）額 １２７，０７７百万円 （前年度 １２７，０７５百万円）

◆内 容

◎特別支援学校の教室不足解消のための補助制度の創設

内訳：一 般 会 計：６４，４６２百万円
復興特別会計：６２，６１５百万円

※沖縄分については内閣府において計上

◆建 築 単 価

対前年度：＋９．５％（資材費、労務費等の上昇分）
※小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合

２５年度：１５１，６００円／㎡ → ２６年度：１６６，０００円／㎡

《耐震化の進捗状況》 （公立小中学校）

・耐震化棟数

・耐震化率の進捗見込み
約94％ （平成25年度当初予算事業完了後）
約95％ （平成25年度補正予算案事業完了後）

約96％（平成26年度予算案事業完了後）

約1,200棟 （平成25年度補正予算案を含めると約3,000棟）

【２５年度補正予算案：１５０，５９１百万円】

◆補助制度の改正

既存施設の改修整備による特別支援学校の新設、分校・分教室の整備に係る補助制度を創設し、

地方公共団体の取り組みを支援
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  （東日本大震災復興特別会計）

  （一般会計）

　　　　                                                                     【２５年度補正予算案：６，０９９百万円】
　　    　　　　　                                         　                   ※東日本大震災や台風、竜巻等の災害復旧

公立学校施設の災害復旧事業

平成２６年度予算（案）額 １７，４２７百万円 （前年度 ２１，５６１百万円）

東日本大震災によって被害を受けた公立学校施設の移転等を伴う

復旧（土地取得を含む）に係る経費及び台風等の自然災害に係る被

災施設の復旧に係る経費を財政支援することにより、学校教育の円

滑な実施を確保する。

内訳 ： 復興特別会計 ： １７，０９１百万円

一 般 会 計 ： ３３６百万円

◆予算額（公立学校施設災害復旧費）

◆内 容
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  国立大学等施設の整備   
 

◆予算額（国立大学法人等施設整備費） 

平成２６年度予算（案）額 ５４，９８５百万円（前年度 ５９，３２３百万円） 

内訳 ：  一 般 会 計     ：    ４８，６９０百万円 
復興特別会計      ：     ６，２９５百万円 
（うち、復興庁一括計上  ：       ２，９０６百万円） 

[他に 、財政融資資金４０，００７百万円（前年度４１，５５９百万円）] 

【２５年度補正予算案：５２，５６５百万円】 
 

◆内  容  

｢第３次国立大学法人等施設整備５か年計画｣(平成 23 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）に

基づき、大学等の教育・研究機能を強化し、質の高い医療を提供するため、耐震化、老朽化

対策、最先端研究施設の整備及び附属病院の再生など施設の重点的・計画的整備を推進する。 

 

【国立大学法人等施設整備事業】           

施設の安全性を確保するとともに、各大学等の個性や特色を踏まえた教育研究環境づ

くりを進めるため、以下の施策について重点的に措置する。 

○耐震化の推進 

耐震化率の進捗見込み 

 ・約 94％（平成 25 年度当初予算事業完了後） 

・約 95％（平成 25 年度補正予算案事業完了後） 

・約 96％（平成 26 年度予算案事業完了後） 

○安全性・機能性に問題があり、計画的解消が不可欠な老朽施設(ライフライン含む) 

の再生 

○高度化・多様化する教育研究活動に対応するとともに、イノベーション創出の基盤 

となる最先端研究施設の整備 

○大学の国際化を推進し、グローバル人材育成の基盤となる施設の整備 

○地域医療や災害時の救命救急医療の拠点となる附属病院の再開発整備 

 

◆予定事業数  

＜一般会計＞ 
    ○新規事業  ７３事業 
     ・耐震対策                           １５事業 
     ・老朽化対策等                           ２３事業 
      ・イノベーション創出及びグローバル人材育成の基盤となる施設整備  ７事業 

・大学附属病院の再生                           ２７事業 
      ・ＰＦＩ事業                           １事業 

○継続事業等 ６５事業   
 

＜復興特別会計＞ 
    ○継続事業   ４事業 
  

※ 実施予定事業の一覧は、文部科学省ホームページにおいて公表。 
     http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/kokuritu/yosan/1339166.htm 
          文部科学省ホームページトップ > 教育 > 学校等の施設設備 > 国立大学法人等の施設整備 >  

国立大学法人等施設整備関係予算 > 平成 26 年度国立大学法人等施設整備関係予算 > 予算（案）> 
平成 26 年度国立大学法人等施設整備実施予定事業＜当初予算＞ 
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文教施設の整備充実に必要な経費等

平成２６年度 予算（案）額 31,927千円 （前年度 26,788千円）

多様化する学習内容・方法等の変化に対応した学校施設等の整備推進

①学校施設の在り方に関する調査研究

・学校と他の文教施設等との複合化・集約化等の在り方、障害者である児童及び生徒が

障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮した学校施設整備の在り方

について検討

・小中連携、一貫教育のための学校施設整備に関する実証研究の実施

②学校施設の老朽化対策の推進

・老朽化した学校施設の中長期的な再生整備の在り方について検討

・長寿命化改修に関する先導的取組への支援

（学校施設老朽化対策先導事業）

・現行の耐力度調査に関する調査研究の実施

③学校施設の整備の在り方に関する講習会、老朽化対策の推進のための講習会の開催

◆文教施設に関する整備指針等の策定

◆文教施設の防災対策の強化・推進

平成２６年度 予算（案）額 200,824千円 （前年度 221,973千円）

学校施設の耐震化等防災機能の強化

①学校施設の耐震化等の推進

・非構造部材の耐震対策の一層の推進のための調査研究協力者会議等

・非構造部材の耐震化ガイドブック及び耐震対策事例集の全面改訂・配付等

・耐震化推進に関する相談窓口の設置（非構造部材の耐震対策含む）

②学校施設の防災機能の強化

・非構造部材の耐震点検・対策を含めた防災機能強化や津波対策の実施など各地域の

特性等を踏まえた実証研究（学校施設の防災力強化プロジェクト）の実施

③天井等落下防止対策加速化事業

・屋内運動場に加え、校舎等の大規模空間（音楽教室、エントランスホールなど）を対象と

し、施設特性等を踏まえ、天井の補強や再設置も含めた天井脱落対策の有効性を検証

（先導的開発事業）の実施

・学校設置者に対して天井等落下防止対策に係る助言等を行う「天井等落下防止対策ア

ドバイザー」を養成するための講習会を開催し、アドバイザー活用を促進
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◆文教施設の環境対策の推進

◆その他 （※「国立大学法人等施設事務経費」の一部）

平成２６年度 予算（案）額 25,303千円 （前年度 29,598千円）

環境を考慮した学校施設の整備推進

①環境を考慮した学校づくりに関する調査研究

・学校施設のゼロエネルギー化の推進（スーパーエコスクール実証事業）及び普及啓発

②学校施設整備における木材活用の推進

・文教施設における木材利用促進に関する検討

・木材を使用した学校施設の整備推進のための講習会の開催

③省エネルギー対策の強化

・学校施設等の省エネルギー対策に関する検討

・省エネ法に基づく指導・助言のための現地調査の実施及び研修会の開催

①国立大学法人等施設の中長期的な整備方針の策定等

平成２６年度 予算（案）額 12,291千円 （前年度 6,915千円）

・今後の国立大学等施設の整備の在り方に関する検討等

②施設マネジメントの推進

平成２６年度 予算（案）額 3,886千円 （前年度1,592千円）

・今後の国立大学法人等の維持管理に関する調査研究
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